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 えひめ住まいの悩み相談室 成果報告書 

 事業の全体像 

1. 事業の目的 

愛媛県の県都である松山市では不動産業者が数多く存在するが、人口減少が著しい周

辺市町では不動産業者などの相談窓口自体が少ないのが現状である。また、平成 25年

度「住宅・土地統計調査」では愛媛県の空き家率は 17.5％と全国第 6位（別荘などの

二次的住宅を除く空室率は 16.9％で全国第 2位）と全国的にみても空き家問題が深刻

化しており、松山市においても空き家や用途の転用など難易度が高く、収益にもつな

がりにくい問題に対応できる不動産業者も決して多くない。 

そこで、「住宅リフォーム相談窓口」を運営し、国土交通省「住宅ストック活用・リ

フォーム推進事業」等さまざまな住宅にかかる事業を実施してきた当協会が中心とな

り、愛媛県や 20 市町、住まいや暮らしにかかわる関係団体・企業、金融機関、専門ス

タッフ等と連携して、地域の住まいに関する多様なニーズ、地域社会や消費者が抱える

悩みや課題を一元的に受け、ワンストップで解決する相談窓口を設置する。 

 

2. えひめ住まいの悩み相談室の概要 

名称 えひめ 住まいの悩み相談室  

住所 愛媛県松山市勝山町 2丁目 3番地 1  

 （一社）愛媛県中小建築業協会内 

電話 089-909-3150  FAX 089-909-3160 

MAIL kyoukai@hime-ken.com URL http://www.hime-ken.com/soudan/ 

相談時間 10：00～16：00 

定休日 土・日・祝祭日 

事業開始年日 平成 28 年 7 月 13 日 

責任者 西岡弘司 

相談窓口 芳野真寿夫、武中由紀、千崎早緒里 

 

 相談・連携体制の構築 

1. 相談業務に必要な基礎調査 

住宅イベントにおいて地域における住宅に対する相談ニーズを抽出するとともに、住

宅リフォーム相談窓口において既に連携している 15社を中心に関係先や市町との連携

体制を構築した。 
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① 住宅イベントにおける相談ニーズの抽出 

10 月 22 日（土）・23 日（日）の住宅イベントを活用して

相談業務を実施するとともに消費者の相談ニーズ調査を

実施した。 

【成果】 

相談者数 10 月 22日（土）5名 

10 月 23日（日）7名 

 

② 県内市町連絡先の抽出 

県内 20 市町を訪問し当事業を説明。担

当窓口、連絡先等を抽出しマニュアルに

反映した。 

【成果】 

連携先 20 市町 

 

③ 連携・紹介先の抽出 

住宅イベントにおいて抽出した相談ニ

ーズやこれまでの当協会の取り組みで

得た知見、社会的ニーズを踏まえ、特に

「賃貸・売買・活用・解体」「リフォー

ム」「しろあり対策」「地盤対策」「建物

検査・かし保険」領域における相談ニー

ズが高いと考え、連携企業を個別にあた

り体制を構築した。 

【成果】 

連携先 18 企業・団体 

 

図表 1 住宅イベントの相談業務の様子 

図表 2 マニュアルに反映した市町連絡先一覧（一部） 

図表 3 マニュアルに反映した連携・紹介先一覧（一部） 
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2. 連携先ごとのルール構築 

リフォーム業務が発生する場合の運用ルール

は構築できたが、連携団体との運用方法につ

いては実際の相談実例に基づいて構築してい

くこととした。まずは団体ごとの対応内容の

整理と相談場所等を決め、順次構築していく。 

【成果】 

次年度以降、順次、連携精度を高めていく 

 

3. 相談内容の整理、想定問答集 

相談業務に必要な基礎調査で抽出した相談ニーズをもとに想定される相談内容を整理、

連携事業者との協議を踏まえ問答集を作成した。 

【成果】 

相談室に関する質問、建物や建築に関する相談、土地・境界に関する相談、リフォー 

ムに関する相談、ローン・保険・権利やお金に関する相談などに関して 50 事例 

4. 相談マニュアルの作成 

事業定期会議や連携先との情報共有会議の結果を踏まえ、相談マニュアルを作成した。 

【成果】 

A4 換算 21P 

図表 6 想定問答集の一部 

図表 4 マニュアルに反映した
リフォーム時の相談フロー 

 

図表 5 マニュアルに 

反映した運用ルール 
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5. 相談員の研修 

常設の相談窓口及び出張相談会で対応

を行う相談員の育成研修を相談マニュ

アルや各種ツールを活用して実施した。 

講師は当相談室の連携先で空き家相談

室を運営するNPO法人愛媛県不動産コ

ンサルティング協会の相談員が担当し、

各種ツールの活用、情報管理、事業内容、

相談対応について研修を実施した。 

当協会ではすでに住宅リフォーム相談

窓口で 1 名の相談員が存在していたが、

あらためてその相談員も当事業の研修を受

け、総合的な住宅ニーズに対応できるスキ

ルを身につけた。 

【成果】 

相談員 4 名育成 研修は3 時間×1 日 

図表 8 相談対応マニュアルにおける 

相談フローのページ 

図表 7 相談対応マニュアルの表紙 

 

図表 10 研修資料 

＜実施概要＞ 

日時 3 月 7日 10:00～ 

場所 NPO 法人愛媛県不動産コンサルティング協会 

空き家相談室にて 

講師 副理事長 十亀文雄氏（空き家相談室相談員） 

参加者 （一社）愛媛県中小建築業協会  

西岡弘司 芳野眞寿夫、武中由紀、千崎早緒里 

図表 9 研修の模様 
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 相談窓口の広報 

1. ホームページ制作・運用 

相談室の存在やサービス内容を告知するため

にホームページを作成した。当事業についての

説明を掲載するとともに、リフォームや土地活

用、資金、法律などに関するよくある質問を掲

載し、電話で相談をしなくてもホームページ上

で疑問を解決できるようにした。また、CMS 化

し、順次、最新の情報を発信した。 

 

2. ポスター・チラシ制作・配布 

ホームページと統一のビジュアルでポスターを作成した。また、相談室の紹介やサー

ビス内容、利用方法を記載したチラシを作成し配布した。 

【成果】 

ポスター A1 片面カラー 300 枚   

配布箇所／愛媛県庁 20 市町 協会会員及び連携団体等/60ヵ所 

A4 チラシ 両面カラー 5,000 部 

  配布箇所／協会会員及び連携団体等/60 ヵ所 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 相談窓口の周知 

① 広報活動 

えひめ住まいの悩み相談室の相談業務開始にあたり、プレスリリースチラシを作

成するとともにマスコミ各社に配布。愛媛新聞に掲載され、その後実施した無料

相談会への取材にもつながった。 

【成果】 

図表 11 ホームページのトップページ 

図表 13 チラシおよび掲載の様子 図表 12 ポスターの掲載の様子 
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プレスリリースチラシ 配布 20ケ所（地方局、新聞社、経済紙など） 

パブリシティ掲載 住まいの悩み相談室開設時 ・愛媛新聞 

 無料相談会実施時  ・愛媛経済レポート 

     ・海南タイムズ 

 

 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

平成 29年 2月 10 日（金）13:30～16:30

に愛媛県美術館で開催された平成28年度住

宅リフォーム相談窓口担当者等講習会で「え

ひめ住まいの悩み相談室」の説明をし、参加

者 100 名にチラシを配布した。 

 

 

 

② 広告展開 

住まいへの悩みや興味がある層へのリーチのために、住宅情報誌および住まいの

フリーペーパーにおいて当相談室の認知拡大につながる広告展開を実施した。ま

た、無料相談会実施前には地方新聞においても広告を展開した。 

【成果】 

住まい情報えひめ 1 月 31日発行分  カラー全 2頁 

   2 月 28日発行分  カラー全 2頁 

タウンズ  2 月 16日発行分  カラー全 2頁 

   3 月 16日発行分  カラー全 2頁 

愛媛新聞  3 月 1 日発行分  全 3 段  

図表 14 愛媛新聞紙面 

図表 15 愛媛経済レポート 

 

図表 16 プレスリリースチラシと案内文 

図表 17 住宅リフォーム相談窓口 

担当者等講習会にて説明の様子 
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 相談業務の実施 

1. 相談窓口の運用 

愛媛県内の住宅へのニーズをワンストップで相談・解決できる総合相談窓口「えひめ

住まいの悩み相談室」を平成 28 年 10 月 3 日より運営した。ただ相談数は 30 件（ニー

ズ調査、出張相談会含む）にとどまった。理由としては、相談室の広報量が十分でなか

ったことが挙げられる。また、市町との連携も今年度が初めてであり、市町から広報

誌等を通じた市民への広報も十分でなかったと考えられる。次年度以降も市町との連

携を続け、より発信力向上につなげたいと考える。 

【成果】 

相談件数 30 件 

 

2. 無料相談会の実施 

「えひめ住まいの悩み相談室」の認知拡大のために、四国最大級のショッピングモー

図表 19 タウンズ本誌と 

広告誌面 

図表 20 愛媛新聞における全 3 段広告 

図表 22 相談室の内部 

図表 18 住まい情報えひめ本誌と 

広告誌面 

図表 21 相談室の入口 
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ル「エミフル MASAKI」において 3月 2日（木）・3日（金）の両日に出張無料相談会を

実施した。また、この無料相談会の前にチラシを作成しモール内の各店舗に配布した。 

【成果】 

相談件数 14 件 

無料相談チラシ A4 片面カラー 100 枚 モール内店舗に配布 

 

 

 

 

 

 

 

 相談業務改善、持続的取り組み 

1. 事業定期会議 

相談体制の構築や市町や連携企業との運用方法を確立するために、1 ケ月に 1 回定期

会議を開催し事業の方向性の確認や詳細なルール設定につとめた。 

【成果】 

定期運営委員会 7回開催 

会議名 日程 議題 

第 1 回 

運営委員会 

平成 28 年 

9 月 12 日 
 消費者の相談体制整備事業の事業内容について 

第 2 回 

運営委員会 

平成 28 年

10 月 17 日 

 相談・連携体制の構築と連携先ごとのルール構築について 

 ホームページの制作・運用について 

 ポスター・リーフレット制作・配布について 

 相談窓口の周知について 

 住宅フェアでのブース活用について 

 その他 

第 3 回 

運営委員会 

平成 28 年

11 月9 日 

 連携団体ごとのルール構築等について 

 ポスター・リーフレット案提出、内容確認 

 ホームページ案提出、内容・機能確認 

 各種実施項目について 

 その他 

第 4 回 

運営委員会 

平成 28 年

12 月8 日 

 ポスター、チラシの確認 

 連携団体について 

 相談窓口体制と相談処理フローについて 

 相談窓口の周知について 

 今後のスケジュールについて 

 その他 

第 5 回 

運営委員会 

平成 29 年 

1 月 19 日 

 連携先の確定、連携先との運用ルールの構築 

 ポスター、チラシの最終確認 

図表 24 無料相談会の様子 図表 23 チラシを配布し 

認知拡大につとめるスタッフ 
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 無料イベント相談の内容の確認 

 事業のプレスリリースについて 

 その他 

第 6 回 

運営委員会 

平成 29 年 

2 月 17 日 

 事業の進捗状況について 

 今後の取り組み内容について 

 その他 

第 7 回 

運営委員会 

平成 29 年 

3 月 17 日 

 平成 28 年度事業報告 

 その他 
図表 25 各運営員会の議題一覧 

 

 

図表 26 第 1 回運営会議の模様          図表 27 第 5 回運営会議の模様 

 

2. 連携先との情報共有 

メーリングリストを作成し、寄せられる相談内容や

現状の課題など、連携先との情報を共有する体制ま

では構築したが実施に至らなかった。一方で連携団

体との事業会議を開催し、運用方法について協議を

行った。 

【成果】 

連携団体との事業会議 1 回開催 

 

3. 高難度相談に対する対策会議 

リフォーム相談や空き家問題など解決へのハードルが高く、多くの連携先のサポート

が必要な問題について協力できる体制まではできたが、実施には至らなかった。 

 

4. 事業化に向けた調査・スキームづくり 

事業定期会議や連携団体・行政等との協議において、災害時・緊急時における相談業

務のニーズが高いことが分かった。実は愛媛県中小建築業協会では芸予地震の際にホ

ットラインを開設し無料の相談業務を実施した。また、当協会は「災害時における被

災住宅の応急修理等に関する協定書」を愛媛県と締結している。さらには、当協会が

図表 28 連携団体事業会議の模様 
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所属する（一社）全国木造建設事業協会が全国の自治体と締結した「災害時における

応急仮設住宅の建設に関する協定書」にもとづき、愛媛での応急仮設住宅の建設を当

協会がおこなうことになっている。こうした知見や各種ネットワークを活かし、地震

をはじめとした災害時の相談業務のスキームづくりと各市町との連携体制の構築、運

用方法など次年度以降、整備する予定である。 

また、金融機関と連携し、住宅資産を活用した高齢者対策のスキームも検討する。 

 

図表 29 芸予地震の被災建物に関する相談集計        図表 30 芸予地震の際の相談実績 

 

5. ナレッジ集の構築 

当事業で寄せられた相談内容やその解決方法をデータベース化、相談スタッフや連携

先担当者が活用できるようにした。 

【成果】 

別紙ご参照 

 

6. 結果とりまとめ／報告書の作成 

当事業で得た成果を報告書にとりまとめた。 

【成果】 

成果報告書 10P（表紙のぞく） 

 


